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設業

条件を下記の通り変更させていただきますので

組に
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てまいります。

当社は、

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

設業連合会

条件を下記の通り変更させていただきますので
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組により

者と一体となり

てまいります。

当社は、

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

連合会

条件を下記の通り変更させていただきますので

今回の
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一体となり

てまいります。

当社は、

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

連合会

条件を下記の通り変更させていただきますので

今回の支払条件の

より協力

一体となり

てまいります。

当社は、平成

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

連合会)の趣旨に則り、
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協力

一体となり

てまいります。

平成 29

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

の趣旨に則り、

条件を下記の通り変更させていただきますので

支払条件の

協力業者

一体となり建設業界全体の課題である働き方改革に

てまいります。

１．変更

２

29 年

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

の趣旨に則り、

条件を下記の通り変更させていただきますので

支払条件の

業者との

建設業界全体の課題である働き方改革に

１．変更

２．変更時期

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

年 3

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

の趣旨に則り、

条件を下記の通り変更させていただきますので

支払条件の変更

との

建設業界全体の課題である働き方改革に

１．変更

．変更時期

支払条件の変更に関するお知らせ

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

3 月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

の趣旨に則り、

条件を下記の通り変更させていただきますので

変更は、中期経営計画に

との結びつき・連携

建設業界全体の課題である働き方改革に

１．変更内容

．変更時期

支払条件の変更に関するお知らせ

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

の趣旨に則り、協力業者への支援と連携強化を

条件を下記の通り変更させていただきますので

は、中期経営計画に

結びつき・連携

建設業界全体の課題である働き方改革に

内容

．変更時期

支払条件の変更に関するお知らせ

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

協力業者への支援と連携強化を

条件を下記の通り変更させていただきますので

は、中期経営計画に

結びつき・連携

建設業界全体の課題である働き方改革に

内容

．変更時期

支払条件の変更に関するお知らせ

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

協力業者への支援と連携強化を

条件を下記の通り変更させていただきますので

は、中期経営計画に

結びつき・連携

建設業界全体の課題である働き方改革に

工事下請契約の支払条件

平成

支払条件の変更に関するお知らせ

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

協力業者への支援と連携強化を

条件を下記の通り変更させていただきますので

は、中期経営計画に

結びつき・連携

建設業界全体の課題である働き方改革に

工事下請契約の支払条件

平成

支払条件の変更に関するお知らせ

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

協力業者への支援と連携強化を

条件を下記の通り変更させていただきますので

は、中期経営計画に

結びつき・連携をより

建設業界全体の課題である働き方改革に

工事下請契約の支払条件

平成 31

支払条件の変更に関するお知らせ

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

協力業者への支援と連携強化を

条件を下記の通り変更させていただきますので

は、中期経営計画に

をより

建設業界全体の課題である働き方改革に

工事下請契約の支払条件

31 年

支払条件の変更に関するお知らせ

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

協力業者への支援と連携強化を

条件を下記の通り変更させていただきますので

は、中期経営計画に

をより

建設業界全体の課題である働き方改革に

記

工事下請契約の支払条件

年 4

支払条件の変更に関するお知らせ

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

協力業者への支援と連携強化を

条件を下記の通り変更させていただきますのでお知らせいたします

は、中期経営計画に掲げた

をより強固なものと

建設業界全体の課題である働き方改革に

工事下請契約の支払条件

4 月

会

代表者氏名

問 合 せ

支払条件の変更に関するお知らせ

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

協力業者への支援と連携強化を

お知らせいたします

掲げた

強固なものと

建設業界全体の課題である働き方改革に

工事下請契約の支払条件

月 1 日以降の新規契約から

社

代表者氏名

問 合 せ

支払条件の変更に関するお知らせ

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

協力業者への支援と連携強化を

お知らせいたします

掲げた基本戦略の

強固なものと

建設業界全体の課題である働き方改革に

工事下請契約の支払条件

日以降の新規契約から

社

代表者氏名

問 合 せ

支払条件の変更に関するお知らせ

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

協力業者への支援と連携強化を

お知らせいたします

基本戦略の

強固なものと

建設業界全体の課題である働き方改革について

工事下請契約の支払条件

日以降の新規契約から

名

代表者氏名

問 合 せ 先

支払条件の変更に関するお知らせ

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

協力業者への支援と連携強化を目指し

お知らせいたします

基本戦略の

強固なものとし

ついて

工事下請契約の支払条件を全て現金払いに変更

日以降の新規契約から

名 若築建設株式会社

代表者氏名 代表取締役社長

（コード番号

先 執行役員財務部長

支払条件の変更に関するお知らせ

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

目指し

お知らせいたします

基本戦略の

し、若築建設ならびに協力業

ついて

を全て現金払いに変更

日以降の新規契約から

若築建設株式会社

代表取締役社長

（コード番号

執行役員財務部長

支払条件の変更に関するお知らせ

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣

目指し

お知らせいたします

基本戦略の一環

、若築建設ならびに協力業

ついて積極的に

を全て現金払いに変更

日以降の新規契約から

若築建設株式会社

代表取締役社長

（コード番号

執行役員財務部長

TEL

支払条件の変更に関するお知らせ

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣

｢下請取引適正化と適正な受注活動の徹底に向けた自主行動計画｣(一般社団法人日本建

目指し、工事下請契約の支払

お知らせいたします。

一環になります。この取

、若築建設ならびに協力業

積極的に

を全て現金払いに変更

日以降の新規契約から

若築建設株式会社

代表取締役社長

（コード番号

執行役員財務部長

TEL

（工事下請契約にかかる手形の廃止について）

月に発表された｢建設業法令遵守ガイドライン｣(

一般社団法人日本建

工事下請契約の支払

。

になります。この取

、若築建設ならびに協力業

積極的に

を全て現金払いに変更

日以降の新規契約から

若築建設株式会社

代表取締役社長

（コード番号

執行役員財務部長

TEL（03

(国土交通省

一般社団法人日本建

工事下請契約の支払

になります。この取

、若築建設ならびに協力業

積極的に取り組

を全て現金払いに変更

日以降の新規契約から

平成

若築建設株式会社

代表取締役社長

1888

執行役員財務部長

03）

国土交通省

一般社団法人日本建

工事下請契約の支払

になります。この取

、若築建設ならびに協力業

取り組

を全て現金払いに変更

平成

若築建設株式会社

代表取締役社長

1888

執行役員財務部長

）3492

国土交通省

一般社団法人日本建

工事下請契約の支払

になります。この取

、若築建設ならびに協力業

取り組み

を全て現金払いに変更

平成 30

若築建設株式会社

五百蔵

1888 東証第１部）

執行役員財務部長 平田

3492

国土交通省

一般社団法人日本建

工事下請契約の支払

になります。この取

、若築建設ならびに協力業

みを進め

を全て現金払いに変更

30 年

若築建設株式会社

五百蔵

東証第１部）

平田

3492-0273

国土交通省)及び

一般社団法人日本建

工事下請契約の支払

になります。この取

、若築建設ならびに協力業

を進め

以上

年 11

五百蔵

東証第１部）

平田

0273

及び

一般社団法人日本建

工事下請契約の支払

になります。この取

、若築建設ならびに協力業

を進め

以上

11 月

良平

東証第１部）

靖祐

0273

月 9 日

良平

東証第１部）

靖祐

9 日


